
 

下水道工事の施行に係る費用の負担基準要綱 

改正 昭 59.12.1 平 1.10.1 平 5.5.1 平 7.4.1 平 26.4.1 平 29.4.1 令 2.1.1 令 2.4.1 令 3.1.1 

令 3.4.1 令 4.4.1 令 7.4.1 

 

第 1 章 総則 

（趣旨） 

第 1 条 この要綱は、次の各号に掲げる下水道の設置又は使用について、下水道の使用者そ

の他の者からの施行願出により、公共下水道管理者（以下｢管理者｣という。）が下水道工事

を施行する場合並びに下水道使用者その他の者が管理者の承認を受けて自ら下水道工事

を施行する場合等における、工事費及び関連する費用の負担基準に関し、必要な事項を定

める。 

(1) 下水道法第 9 条に基づき管理者が供用開始の告示をした後の区域（以下｢告示区域｣と

いう。）の下水道の新設又は移設。 

(2) 市街化区域で、下水道事業計画区域内の未処理区域における管理者の下水道整備計画

より先行した下水道の設置及びその流末の公共下水道の使用。 

(3) 市街化区域で、下水道事業計画区域外及び市街化調整区域における宅地造成その他に

伴う下水の排除のための下水道の設置及びその流末の公共下水道の使用。 

（用語の意義） 

第 2 条 この要綱において使用する用語の意義は、下水道法及び神戸市下水道条例に定める

ものの他、次に定めるところによる。 

(1) 承認工事：公共下水道管理者以外の者（願出人）が、管理者の承認を受けて自ら費用

を負担して行う公共下水道の施設に関する工事をいう。 

(2) 負担金工事：公共下水道の工事を必要とする者からの工事施行願出及び費用負担によ

り、管理者が行う工事をいう。 

(3) 流末下水道工事：大規模建築物の建設等に伴う下水の排除のため、管理者が既に設置

している公共下水道に至るまでの下水道の新設に伴い、その流末において公共下水道施設

の能力不足解消等の改善の必要が生じ、当該工事施行願出人からの費用負担により、管理

者が行う工事をいう。 

（適用除外） 

第 3 条 この要綱における費用の負担については、下水道整備に関し、この要綱とは別に費

用負担等について協定を締結し、施行するものに適用しない。 

 

第 2 章 承認工事 

（承認工事の願出及び承認） 

第 4 条 承認工事の願出人は、施工に先立ち、下水道本管については公共下水道の施設に関

する工事承認申請書（様式 1）を、取付管・接続ますについては取付管・接続ます（新設・

改築）工事施工承認申請書（様式 2）（様式 2-1）を管理者に提出し、承認を得なければな



 

らない。なお、委任状は（様式 3）による。 

2 承認工事の設計・施工を行う者は、次の資格要件を必要とする。 

一般建設業の許可のうち、「土木工事業」又は「管工事業」を得ている者。 

3 承認工事の願出人は、第 1 項の申請書提出後に申請内容に変更が生じた際は、変更に係

る部分の施工に先立ち、下水道本管については公共下水道の施設に関する工事変更承認申

請書（様式 4）を、取付管、接続ますについては取付管・接続ます（新設・改築）工事施

工承認申請書（変更）（様式 5）（様式 5-1）を管理者に提出し、承認を得なければならない。

ただし、取付管・接続ますの軽微な位置変更その他これに類すると管理者が判断するもの

については本項の申請書の提出は不要とする。本項の流れは別図のとおりとする。 

4 管理者は、第 1 項及び第 3 項に係る承認をしたときは、下水道本管については承認書（様

式 6）を、取付管・接続ますについては承認書（様式 7）を当該願出人に交付するものとす

る。 

5 承認工事の願出人は、第１項の申請書提出後に承認工事の施工を行わないことになった

際は、下水道本管については公共下水道の施設に関する工事承認申請取下げ届（様式 4-1）

を、取付管、接続ますについては取付管・接続ます承認工事申請取下げ届（様式 5-2）を管

理者に提出しなければならない。 

6 承認工事の新設・改築等を行った者は、工事完成後速やかに、下水道本管については完

成検査依頼書（様式 8）を、取付管・接続ますについては取付管・接続ます（新設・改築）

工事完成検査願（様式 9）（様式 9-1）を管理者に提出しなければならない。 

7 管理者は、前項の依頼書・検査願に基づき検査を行い合格した時は、下水道本管につい

ては検査合格通知書（様式 10）を、取付管・接続ますについては検査合格通知書（様式 11）

を交付するものとする。 

（取付管・接続ます改築工事に係る給付） 

第 5 条 管理者は、取付管・接続ます改築工事において、必要と認めるものについて給付金

を交付することができる。 

 

第 3 章 負担金工事 

（負担金工事の申込み及び施行） 

第 6 条 負担金工事の願出人は、公共下水道布設願（様式 12）を管理者に提出しなければな

らない。 

2 負担金工事の設計及び施工は、管理者が行う。 

（負担金） 

第 7 条 負担金工事の願出人は、負担金工事に要する費用（以下「負担金工事費」という。）

を管理者に支払わなければならない。 

2  負担金工事費は、次により算出したものの合計額とする。 

(1)  直接工事費、地下埋設物移設費等、補償費及び委託設計料の合計 

(2)  前掲(1)の合計額について別表の区分に従い算出した事務費 



 

（負担金の支払い） 

第 8 条 負担金工事の願出人は、当該設計書により算出した概算額を予納しなければならな

い。ただし、管理者がその必要がないと認めたときはこの限りでない。 

2 前項の概算額は工事完成後精算し、過不足のあるときは還付又は追徴するものとする。 

 

第 4 章 流末下水道工事 

（流末下水道工事の申込み及び施行） 

第 9 条 流末下水道工事の願出人は、公共下水道布設願（様式 13）を管理者に提出しなけれ

ばならない。 

（流末下水道工事に係る負担金） 

第 10 条 流末下水道工事の願出人は、次の各号に掲げる負担金を管理者に支払わなければな

らない。 

2  負担金は、次により算出したものの合計額の全部またはそのうち管理者が願出人の負担

分として算出した額とする。 

(1)  直接工事費、地下埋設物移設費等、補償費及び委託設計料の合計 

(2)  前掲(1)の合計額について別表の区分に従い算出した事務費 

（流末下水道工事負担金の支払い） 

第 11 条 流末下水道工事の願出人は、当該設計書により算出した概算額を予納しなければな

らない。ただし、管理者がその必要がないと認めたときはこの限りでない。 

2 前項の概算額は、流末下水道工事の完成後精算し、過不足のあるときは、還付又は追徴

するものとする。 

 

第 5 章 雑則 

（下水道施設の引継ぎ及び管理） 

第 12 条 承認工事の願出人は、承認工事に係る下水道施設を管理者に無償で寄付し、管理者

はこれを寄付採納するものとする。 

（施行期日） 

1  この要綱は、昭和 58 年 7 月 1 日より施行する。 

（関係要綱等の廃止） 

2  次の各号に定める要綱、要領、運用基準は廃止する。 

(1)  下水道工事の施行にかかる経費の負担基準要綱（昭和 46 年 4 月 1 施行） 

(2)  市施設水洗化対策事業施行にかかる事務手続き要領（昭和 47 年 4 月 1 施行） 

(3)  未処理区域（市街化区域内）における公共下水道接続負担金の取扱いについて（昭和 57

年 12 月 1 日施行） 

(4)  公共下水道の整備に関する開発者負担要綱（昭和 58 年 5 月 1 日施行） 

(5)  公共下水道の整備に関する開発者負担要綱の運用基準について 

（昭和 60 年 7 月 1 日施行） 



 

(6) 下水道工事の施行に係る費用の負担基準要綱の細目について 

（昭和 58 年 6 月 8 日決裁） 

(7)  市街化調整区域における公共下水道整備に関する要綱（昭和 56 年 5 月 11 日施行） 

附則 

（施行期日）この要綱は、昭和 59 年 12 月 1 日から施行する。 

附則 

（施行期日）この要綱は、平成元年 10 月 1 日から施行する。 

附則 

（施行期日）この要綱は、平成 5 年 5 月 1 日から施行する。 

附則 

（施行期日）この要綱は、平成 7 年 4 月 1 日から施行する。 

附則 

（施行期日）この要綱は、平成 26 年 4 月 1 日から施行する。 

附則 

（施行期日）この要綱は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 

附則 

（施行期日）この要綱は、令和 2 年 1 月 1 日から施行する。 

附則 

（施行期日）この要綱は、令和 2 年 4 月 1 日から施行する。 

附則 

（施行期日）この要綱は、令和 3 年 1 月 1 日から施行する。 

附則 

（施行期日）この要綱は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。 

附則 

（施行期日）この要綱は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

附則 

（施行期日）この要綱は、令和 7 年 4 月 1 日から施行する。 

 

《別表》 

区        分 率 

100 万円以下の金額に対して 12% 

  100 万円を超え 300 万円以下の金額に対して 11% 

  300 万円を超え 500 万円以下の金額に対して 10% 

500 万円を超え 1,000 万円以下の金額に対して 9% 

1,000 万円を超え 1 億円以下の金額に対して 8% 

1 億円を超える金額に対して 6% 

 



 

《別図》 

 

変更が生じた際のフロー図

願出人は変更内容が「取付管・接続ますの軽微な位置変更その他これに類

するもの」に該当するかどうかを管理者に確認（電話、来庁等）

申請書の提出不要 願出人は申請書を管理者に提出

変更発生

管理者は判断結果を願出人に伝達

該当しない場合該当する場合










































